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大阪国際空港における管制トラブルに関する 

調査検討タスクフォース取りまとめ 
 

 

１．平成１９年１０月１９日に公表した「大阪国際空港における管制ト

ラブルに関する調査検討タスクフォース中間報告」における改善すべ

き事項及びこれに係る対策の実施状況は、別紙のとおりである。 

  

 

２．既に実施済の対策の評価 

 

 (1) 使用滑走路に関する交信の使用用語の改善について 

 
・ 使用滑走路に関する交信の使用用語の改善として、平成１９年１２月か

ら画一的な用語の使用を実施している。これにより、管制官とパイロット

の相互で使用滑走路について確実な確認ステップが構築されて誤解が生

じにくくなったとの報告が管制官及びパイロット双方からされており、管

制官とパイロットの交信の確実性が向上している。今後、画一的な用語の

確実な使用、また、より誤解の生じにくい用語の可能性等について、更に

検討や調整等を行っていく必要がある。 

 

 (2) 交信の内容の確認について 

 
・ 平成１９年１０月に全国の管制機関、我が国運航者等に対し復唱の確認

の徹底等について周知を行ったが、大阪国際空港においては、個々の管制

官に交信内容の確認に係る意識の浸透が図られている状況が確認された。 

 

・ 平成１９年１２月から繁忙時間帯に飛行場管制官の支援をする要員を配

置している。支援要員の配置により、例えば、飛行場管制官が気づかなか

った雑音が無線交信に入ったため混信の可能性があることを支援要員が

指摘し、関係するパイロットに確認を行うことができた等の事例が報告さ

れているなど、飛行場管制官の業務の確実性が向上している。 

 

 



 

 (3) 飛行場管制官と地上管制官の連携の強化について 

 
・ 飛行場管制官と地上管制官の連携の強化として、平成１９年１２月に

飛行場管制官と地上管制官の間の席の配置を見直して口頭での調整がよ

り容易となるようにし、また、平成１９年１１月から、Ｂ滑走路到着機を

Ａ滑走路手前で待機させるかＡ滑走路を横断させて地上管制官に引き継

ぐかについての飛行場管制官の判断を飛行場管制官から地上管制官に口

頭で伝えるとともに、その内容を目視でも確認できるように飛行場管制官

がＡ滑走路手前で待機させる際に「滑走路手前待機」と記載した物票を地

上管制官に示す運用を実施している。さらに、飛行場管制官と地上管制官

との連携についても支援要員による支援を実施している。これらにより、

飛行場管制官と地上管制官との連携について、口頭による調整、視覚によ

る確認、第３者による確認の３つの観点から強化が図られており、確実性

が向上している。 

 

 

３．今後の取扱い 

 

滑走路誤進入防止対策検討会議取りまとめにおいて、全国レベルのも

のとして「滑走路誤進入防止対策推進チーム（仮称）」を設置し、継続

的な取組みとして、現場における管制官とパイロットのそれぞれから

提起される諸問題を総合的に分析し、共通的な課題について必要な対

策を講じることとしたところであり、本取りまとめに示した対策の今

後の実施状況の把握等については、当該チームにおいて行っていくこ

ととする。 

また、本取りまとめに示した用語に関する検討等については今後も現

場レベルにおいて行っていく必要があるが、安全性の維持・向上のた

めの継続的な取組みである安全管理システム（ＳＭＳ）が、平成２０

年秋頃から管制業務を含む航空保安業務に導入されることになってお

り、大阪空港事務所においてはこのＳＭＳの考え方を先行して導入し、

的確に対応することが期待される。 
 



別紙

１．直ちに実施、検討すべき事項

対策の実施状況

(1)使用滑走
路に関する
交信の使用
用語の改善

・２本の平行滑走路の特殊な運用
を行っている大阪国際空港におい
ては、管制官とパイロットの意思
疎通を確実に行うため、使用する
滑走路について簡明で画一的な用
語を用いる必要がある。このた
め、大阪空港事務所と関係航空事
業者との間で直ちに調整を行い、
このような用語を１１月中に導
入。

・大阪空港事務所と関係航空事業者の間で調整を
行い、平成１９年１２月から、以下の画一的な用
語の使用を実施している。
　a) 到着機のパイロットは、飛行場管制官との
　　最初の交信時に、当該機の使用したい滑走路
　　を通報。

　b) 飛行場管制官は、パイロットからの使用し
　　たい滑走路に関する通報を改めて確認した
　　上で、着陸滑走路に応じて定められた用語
　　により指示を発出。

・全ての管制官に対し、復唱の確
認を徹底するよう改めて周知徹底
を速やかに実施。
・全ての管制官とパイロットの双
方に対し、交信の内容に疑義があ
る場合には、明確に「確認」を行
うよう周知徹底を速やかに実施。

・平成１９年１０月、全国の管制機関、我が国運
航者及び我が国乗り入れ外国航空会社に対し、そ
れぞれ周知を実施した。

・飛行場管制官の業務量が多いこ
とに対応し、少なくとも朝夕の混
雑時間帯に飛行場管制官を支援す
る要員上の体制について検討し、
本年内の早い時期に構築。

・平成１９年１２月から、朝夕の混雑時間帯に飛
行場管制官を支援する要員を配置した。支援要員
は、飛行場管制官の交信を聴取して復唱等の確認
を行い、必要に応じ飛行場管制官に助言を行う
他、飛行場管制官と地上管制官との連携に係る支
援等を実施している。

(3)飛行場管
制官と地上
管制官の連
携の強化

・飛行場管制官から航空機に対し
てＡ滑走路の横断許可や地上管制
官への連絡の指示があったかにつ
いて、確実に地上管制官に伝わる
よう、運用方法等を改善。

・平成１９年１２月、管制塔内における飛行場管
制官と地上管制官の席の配置を見直して、より調
整の行いやすい環境とした。

・平成１９年１１月から、Ｂ滑走路到着機をＡ滑
走路手前で待機させるかＡ滑走路を横断させて地
上管制官に引き継ぐかについての飛行場管制官の
判断を飛行場管制官から地上管制官に口頭で伝え
るとともにその内容を目視でも確認できるよう
に、飛行場管制官がＡ滑走路手前で待機させる際
に「滑走路手前待機」と記載した物票を地上管制
官に示す運用を実施している。

(2)交信の内
容の確認

「大阪国際空港における管制トラブルに関する調査検討タスクフォース中間報告」における
改善すべき事項及びこれに係る対策の実施状況

改善すべき事項



２．中期的に検討すべき事項

対策の実施状況

(1)業務負荷
の軽減

・飛行場管制官の業務負荷を軽減
するため、大阪国際空港の抜本的
な要員体制の強化策について検
討。

・今後、業務量や業務内容の困難度に応じた適正
な要員体制のあり方等について検討し、所要の措
置を講ずる。

・レーダーの性能向上等により、
到着機の使用滑走路等について、
飛行場管制官が容易に判別しうる
システムの整備について検討。

・現在、管制官が使用している管制塔表示装置
（ＴＤＳ）のシステム改修を行っており、平成２
０年９月を目途に、以下の措置を実施することと
している。
　a) ＴＤＳ上での到着機の表示を使用滑走路に応
　　じて自動的に色分けすることにより着陸滑走
　　路の判別を容易にし、また、到着機の要求等
　　により着陸滑走路の変更が生じた場合に飛行
　　場管制官が簡便な操作で着陸滑走路情報を
　　ＴＤＳに入力できるようにする。

　b) ＴＤＳにＢ滑走路着陸機に対してＡ滑走路横
　　断を許可したかどうか飛行場管制官が簡便な
　　操作で入力できる機能を付加し、当該許可が
　　発出されているかどうかを地上管制官がＴＤ
　　Ｓで確認できるようにする。

・マルチラテレーション等、地上
交通の状況を確実に把握するため
のシステム導入の有効性について
検討。

・現在、大阪国際空港において、マルチラテレー
ションのセンサー設置位置に係るシミュレーショ
ン等の詳細な検討を実施しており、今後、必要と
なる予算措置等に向けて更なる検討を行っていく
こととしている。

(3)隣接管制
機関との調
整

・複雑な運用の下での大阪国際空
港の混雑状況を考慮した隣接管制
機関（関西ターミナル管制）の運
用について改善の可能性を検討。

・平成１９年１１月から、大阪空港事務所と関西
空港事務所との間で運用改善策の検討を開始して
おり、１年間を目途に一定の結論を得ることとし
ている。

(2)管制シス
テムによる
支援

改善すべき事項


